
株式会社 宮崎太陽銀行計画

計画期間　：　平成１９年４月～平成２２年３月

地域密着型金融推進の取組み



からの４年間の取組みとして進めております中期経営計画「変革と創造（Ｃ.Ｃ.プロジェクト）」と実施期間を合わ

の取組みを推進してまいりました。

‐ 1 ‐

　２．事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底

　３．地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献

　Ⅰ．地域密着型金融推進の取組みについて

せた、新たな計画を策定いたしました。

◆本計画で取組む三つの分野

　１．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化

　　当行は、これまでの４年間に「リレーションシップバンキングの機能強化計画」（平成15年4月～17年3月）、

「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」（平成17年4月～19年3月）を策定し、そ

　　当行は、今後もそれらの取組みを継続・強化し、地域経済の一層の発展にお役に立てるよう、平成18年4月



 　①事業再生

‐ 2 ‐

　Ⅱ．具体的な取組み

　１．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化

 ○宮崎県中小企業再生協議会の活用

 ○事業再生ファンドの活用

 ○政府系金融機関との連携強化

 ○営業店と本部が一体となった、経営者と事業の抱える問題の解決へ向

 　 けた取組みの実施

 ○事業再生手法の修得及び事業再生の実践に向けての人材育成

 ○中小企業基盤整備機構等との連携による支援機能の強化

 ○宮崎県や（財）宮崎県産業支援財団等との連携協力による経営革新認定

　　サポート等を通じた中小企業支援

　②創業･新事業支援

 ○国、地方公共団体の施策や政府系金融機関、商工会議所、商工会等

　　との連携の活用

 ○信用保証協会による新たな保証制度を活用した支援の仕組みの整備

 ○知的財産権や技術に関する相談の対応による地場中小企業支援の強化



　③経営改善支援

　④事業承継

 ○「経営セミナー」や「経営者スクール」開催による取引先企業への経営

　　情報の提供

 ○「当行内ネットワーク」「九州金融情報ネットワーク」「第二地銀協加盟行

　　ビジネス情報交換制度」を活用した、取引先企業へのビジネスマッチング

　２．事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底

　　よるコンサルティング機能向上

 ○事業再生、創業･新事業支援、経営改善支援、事業承継に関するニーズ

  ①目利き機能の向上をはじめ事業
　 価値を見極める融資＝不動産担保
  　･個人保証に過度に依存しない
　 融資の徹底

‐ 3 ‐

　　情報の提供

　　ソリューション営業の展開

 ○ビジネスマッチングやＭ＆Ａ等、専門機関との連携強化や事例研究等に

　　に対応できる人材の育成（１-①～④共通）

　（外部研修への派遣、OJT･行内研修･自主参加型講座等の実施、検定試

　　験･通信講座の推奨など）

 ○営業店情報支援システムを活用した、外部専門家との連携強化による

 ○動産･債権譲渡担保融資等の取扱準備と適正な活用

 ○様々なコベナンツの活用



 ○地域社会への貢献度の高い商品の開発

 （１）エクイティの活用等
　 によるリスクマネーの
　 導入

　②地域活性化につながる多様な
　　 サービスの提供

 （２）市場型間接金融の
　 手法の検討  ○シンジケートローンの活用

 ○利用者アンケートの継続実施による地域社会の幅広い意見や要望の吸収と

 ○各種機関等との連携による研修会等の実施と地域情勢に関する知識の向上

 ○各地公体との意見交換等に基づく地域振興施策の理解と、地域活性化のた

 　 めに協力可能な事項の検討

　①地域の面的再生

  　活用の検討

 ○公的保証機関等の積極活用による中小企業への資金供給

‐ 4 ‐

 ○スコアリングモデルに基づいた事業者ローンの開発･活用

　②中小企業に適した資金
　　供給手法の徹底

　３．地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献

 （３）中小企業のうち、特
　に規模の小さい企業に
　向けたスコアリングモデ
　ル融資の活用の検討

 ○（株）宮崎太陽キャピタルとの定例協議実施と各種ファンド

 ○ＣＬＯの活用

　  業務への反映



　１．ライフサイクルに応じた取引先企業の
　　　一層の支援強化

「経営セミナー」「経営者スク
　ール」「経営相談会」の開催
＜合計開催回数（年間）＞

　Ⅳ．取組み状況に関する情報開示について

　　地域密着型金融推進の取組みの状況につきましては、これまでのとおり当行ホームページやディスクロー

個人保証･不動産担保に過度に
依存しない融資の取組み実績

＜件数･金額＞
600件／60億円 700件／70億円 700件／70億円

　２．事業価値を見極める融資手法をはじめ
　　　中小企業に適した資金供給手法の徹底

ジャー誌等でお知らせしてしてまいります。

‐ 5 ‐

　Ⅲ．数値目標

平成20年3月末 平成21年3月末 平成22年3月末

２件／２億円 ２件／２億円
創業･新事業支援融資実績

＜件数・金額＞

取 組 項 目

８回 7回

１件／１億円

ランクアップ先数 １５先

次年度以降に決定して
開示いたします。

7回

経営改善支援取組み先数 ２４８先


